
公安委員会 平成27年6月18日

説明資料NO.1
平成27年警察白書（案）について

総務課

1特集

｢組織犯罪対策の歩みと展望」

近年の組織犯罪情勢の推移や犯罪組織の特徴的な動向を概観するとと

もに、これに対応する警察の取組や今後の展望について紹介するもの。

2トピックス

I過酷な自然の中で救助活動を行う警察

Ⅱ児童虐待等に対する警察の取組

Ⅲサイバー空間の脅威に対する新たな産学官連携の枠組み

Ⅳ高齢者の交通安全に向けた取組

V国際テロの脅威と警察の取組

3年次報告部分

第1章警察の組織と公安委員会制度

第2章生活安全の確保と犯罪捜査活動

第3章サイバー空間の安全の確保

第4章安全かつ'快適な交通の確保

第5章公安の維持と災害対策

第6章警察活動の支え

4その他

○図表や写真を多く用いて、見やすく分かりやすいものとなるよう努めた。

○例年2名の都道府県公安委員の手記を掲載しているところ、特集にあ

わせて福岡県公安委員の手記を追加で掲載したほか、新たに警察署協議

会委員の手記を掲載した。

○ ｢警察活動の最前線」として、現場での労苦や仕事のやりがい等につ

いての率直な思いをつづった警察職員の手記を掲載した。

5今後の予定

7月24日（金）閣議配布・市販開始



公安委員会

説明資料No. 2

｢X扉による収益の移報防止に関する濁車の-部を
改正する法律の施行に伴う関係政令の整備等に

関する政令案」等に対する意見の募集について

平
組

成27年6月18日

織犯罪対策企画課

1概要

犯罪による収益の移転防止に関する法律の一部を改正する法律（平成26
年法律第117号。以下「改正法」という。）の施行等に伴う下位法令の改正
案について、意見公募手続を実施するもの。

2期間

平成27年6月19日（金）から平成27年7月18日（土）までの間

3改正案の主な内容

(1)犯罪による収益の移転防止に関する法律施行令の一部改正
ア疑わしい取引その他の顧客管理を行う上で特別の注意を要する取引
を特定取引とする。

イ敷居値以下の取引であっても、1回当たりの取引の金額を減少させ
るために一の取引を分割したものであることが一見して明らかなもの
は、一の特定取引とみなすこととする0

ウ外国PEPs(外国において重要な公的地位を有する者）との特定
取引を厳格な取引時確認の対象とする。

(2)犯罪による収益の移転防止に関する法律施行規則の一部改正
ア改正法の施行に伴う改正

(ｱ）事業者が顧客との取引に疑わしい点があるかどうかを確認するに
当たって確認すべき項目及び疑わしい取引の判断の方法を規定する。
(ｲ）取引時確認等を的確に行うための措置として、事業者によるリス
ク評価の実施等を規定する。

-fFATF勧告に対応するための改正
(ｱ）取引時確認の際に顔写真のない本人確認書類が提示された場
合、関係書類の自宅送付を行うなどの追加的な措置を要することとする。
(ｲ）法人の実質的支配者について、議決権その他の手段により当該法
人を支配する自然人まで遡って確認することとする。
(ｳ）取引担当者の代理権の確認方法から、社員証を有していることを
削除し、役員としての登記は代表権を有する場合に限定する。

ウその他の改正

(ｱ）簡素な顧客管理の対象として、公共料金等の現金納付を規定する。
(ｲ）個人番号カードを本人確認書類として位置付ける。
(ｳ）公的個人認証法の改正に伴い本人特定事項の確認方法を整理する。

4政策評価法に基づく事前評価の実施
政策評価法の規定に基づき、3(1)により新設する規制について、規制の
費用・便益を代替案と比較し、政令案を選択することが妥当であるとの結
論を得た旨の評価書を作成した。

5今後の予定

公布：平成27年8月下旬頃
施行 ●

● 平成28年10月1日。ただし、3(2)tiW)及び(ｳ)の部分は平成28年1月1日。














